
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② ① 

資 産       
市が所有している財産の内容と金額です。行政サ

ービスの提供能力を示しています。 

【内訳】 
■金融資産         ３２．８億円 
現金･預金、有価証券、基金、 

未収金（市税）など 

■固定資産             ６９０．１億円 
道路、公園、学校、庁舎など 

負 債     ２１２．１億円 
借入金(地方債)や将来の職員の退職手当など、将

来世代の負担で返済していく債務です。 

純資産     ５１０．８億円 
公共施設や基金などの資産形成のうち、現在までの

世代が既に負担しているものです。 

計      ７２２．９億円 計     ７２２．９億円 

■貸借対照表 平成２９年度 

との比較 
 
 

 

◇資産減の主な理由 

財政調整基金の取り崩しや、有形固定資産などの

価格が減価償却により減少したため。 

◇負債増の主な理由 

地方債（固定負債分）が増加したため。 

◇純資産減の主な理由 
有形固定資産などの価格が減価償却により減少し

たため。 

資 産 

８．０億円減 

負 債  ４．１億円増 

純資産 １２．０億円減 

 

■市民 1人あたりの貸借対照表 
 
 
 

 

市民１人あたり 131万 6千円の資産があり、その資

産形成のために、これから負担する金額が 38万 6千円

で、これまでに支払済みの金額が 93万円であることを

意味します。 

 

※平成 31年 3月 31日現在の住民基本台帳人口 54,925人を基

に算出しました。 

資 産 

１３１．６万円 

負 債 ３８．６万円 

純資産 ９３．０万円 

 

当期収支           △０．１億円 
 
【内訳】 
■業務活動収支             ７.５億 円 
 人件費支出、税収入、 

 国庫補助金収入など 

 

■投資活動収支            △１１.６億円 
固定資産取得支出、資産売却収入など 

 
■財務活動収支              ４.０億円 
公債費（元利償還金）支出、市債発行収入など 
 

期首(平成29年度末)資金残高  １０．４億円 

期末(平成30年度末)資金残高  １０.３億円 

※1  ｢一般会計等｣とは・・・自治体間の財政比較などを可能にするため、「統一的な基準に基づく財務書類」に

おいて用いられている会計区分です。平成 30年度における本市の一般会計等は、一般会計と公園墓地事業特

別会計、上菅谷駅前地区土地区画整理事業特別会計の各会計の合計です。 

■
財
務
書
類
の
公
表
の
背
景
は･･･ 

現
在
の
地
方
公
共
団
体
の
会
計
制
度
は
、
単

年
度
の
収
入
・
支
出
を
対
比
し
た
現
金
の
流
れ

に
主
眼
が
置
か
れ
た
「
現
金
主
義
」
が
採
用
さ

れ
て
い
ま
す
。
こ
の
制
度
で
は
、
決
算
書
か
ら

そ
の
年
に
ど
の
よ
う
な
収
入
が
あ
り
、
そ
れ
を

ど
の
よ
う
に
使
っ
た
と
い
っ
た
現
金
の
動
き
が

分
か
り
や
す
い
も
の
の
、
地
方
公
共
団
体
が
整

備
し
て
き
た
資
産
の
情
報
や
、
行
政
サ
ー
ビ
ス

提
供
の
た
め
に
発
生
し
た
１
年
間
の
コ
ス
ト
の

情
報
が
把
握
で
き
ま
せ
ん
で
し
た
。 

そ
の
よ
う
な
中
、
平
成
１
８
年
８
月
に
総
務

省
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
は
資
産
や
債
務
の
情

報
が
分
か
る
、
企
業
会
計
的
な
手
法
を
取
り
入

れ
た
公
会
計
整
備
の
推
進
に
取
り
組
む
こ
と
が

求
め
ら
れ
ま
し
た
。
平
成
21
年
秋
か
ら
は
、
人

口
３
万
人
以
上
の
市
に
つ
い
て
は
財
務
書
類
の

整
備
・
公
表
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。 

平
成
２
７
度
か
ら
は
全
国
統
一
の
基
準
で
あ

る
「
統
一
的
な
基
準
に
基
づ
く
財
務
書
類
」
を

採
用
し
て
お
り
、
団
体
間
の
比
較
が
し
や
す
く

な
り
ま
し
た
。 

市
の
財
務
書
類
等
の
詳
細
に
つ
い
て
は
、
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い
ま
す
。 

■
那
珂
市
の
財
政
事
情 

 平
成
３
０
年
度
末
現
在 

一
般
会
計
等 

貸
借
対
照
表
・
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
・
資
金
収
支
計

算
書 

  

財
務
書
類(

財
産
と
債
務
の

状
況)

を
公
表
し
ま
す 

 

市
で
は
、
こ
れ
ま
で
整
備
し
た
資
産
や
借
入
金
な
ど
の
ス
ト

ッ
ク
情
報
や
行
政
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
た
め
に
要
し
た
コ
ス

ト
情
報
な
ど
に
つ
い
て
、
統
一
的
な
基
準
に
基
づ
く
財
務
書
類

（
貸
借
対
照
表
・
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
・
資
金
収
支
計
算
書
）

を
作
成
し
ま
し
た
。
今
回
は
、
平
成
３
０
年
度
決
算
を
基
に
作

成
し
た
市
の
一
般
会
計
等
※1
の
財
務
書
類
を
公
表
し
ま
す
。 

 

貸
借
対
照
表 

(

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト) 

 

貸
借
対
照
表(

バ
ラ
ン
ス
シ
ー
ト)

と
は
、
年
度
末
に
お
け
る
市

の
資
産
と
そ
の
資
産
形
成
の
た
め
に
ど
の
よ
う
な
財
源
（
負
債
・

純
資
産
）
で
賄
っ
て
き
た
か
を
一
目
で
分
か
る
よ
う
に
表
し
た
財

務
報
告
書
で
す
。
平
成
３
０
年
度
末
現
在
、
市
が
行
政
サ
ー
ビ
ス

を
提
供
す
る
た
め
に
保
有
し
て
い
る
土
地
や
建
物
な
ど
の
財
産

（
資
産
）
は
７
２
２
億
９
千
万
円
で
、
こ
の
う
ち
の
７
割
超
に
あ

た
る
５
１
０
億
７
千
万
円
が
現
在
ま
で
の
世
代
が
す
で
に
負
担

し
た
も
の
で
、
残
る
２
１
２
億
１
千
万
円
が
将
来
世
代
の
負
担
で

返
済
し
て
い
く
債
務
と
な
り
ま
す
。 

 

行
政
コ
ス
ト
計
算
書 

市
の
行
政
活
動
は
、
福
祉
や
教
育
な
ど
に
お
け
る
人
的
サ
ー
ビ

ス
や
給
付
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
な
ど
、
資
産
形
成
に
つ
な
が
ら
な
い

行
政
サ
ー
ビ
ス
が
大
き
な
割
合
を
占
め
て
い
ま
す
。｢

行
政
コ
ス
ト

計
算
書｣

は
、
市
が
１
年
間
に
提
供
し
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
に
要
し
た

コ
ス
ト(

原
価･

費
用)

と
、
そ
の
財
源
で
あ
る
使
用
料･

手
数
料
な

ど
の
収
入
を
明
ら
か
に
し
た
も
の
で
す
。 

平
成
３
０
年
度
の
市
の
経
常
費
用
の
総
額
は
１
８
３
億
１
千
万

円
で
、
そ
れ
ら
の
経
費
に
充
て
る
た
め
に
得
た
収
入
が
７
億
１
千

万
円
、
公
有
財
産
の
除
売
却
等
に
と
も
な
う
損
益
が
４
千
万
円
、

差
引
１
７
６
億
４
千
万
円
が
純
行
政
コ
ス
ト
と
な
り
ま
す
。 

③ 

資
金
収
支
計
算
書 

(

キ
ャ
ッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
計
算
書) 

 
｢

資
金
収
支
計
算
書｣

は
、
現
金
の
流
れ
を
表
し
た
も
の
で
、
市
が
ど
の
よ

う
な
活
動
に
資
金
を
必
要
と
し
て
い
る
の
か
を
示
し
た
も
の
で
す
。
平
成
２

９
年
度
末
の
資
金
残
高
１
０
億
４
千
万
円
に
、
平
成
３
０
年
度
の
業
務
活
動

収
支
７
億
５
千
万
円
、
投
資
活
動
収
支
△
１
１
億
６
千
万
円
、
財
務
活
動
収

支
４
億
円
を
加
え
た
も
の
が
平
成
３
０
年
度
末
の
資
金
残
高
と
な
り
ま
す
。 

投
資
活
動
収
支
は
、
工
事
な
ど
の
支
出
が
な
い
市
町
村
以
外
は
、
通
常
マ

イ
ナ
ス
表
示
と
な
り
ま
す
。
な
お
、
投
資
活
動
収
支
の
う
ち
、
お
も
な
支
出

内
容
は
、
道
路
改
良
舗
装
事
業
な
ど
の
固
定
資
産
取
得
に
か
か
る
も
の
に
な

り
ま
す
。
財
務
活
動
収
支
は
、
市
債
発
行
に
よ
る
収
入
が
、
公
債
費
（
元
利

償
還
金
）
の
支
出
よ
り
多
か
っ
た
た
め
プ
ラ
ス
表
示
と
な
り
ま
す
。 

以
上
の
理
由
か
ら
、
平
成
３
０
年
度
末
の
市
の
資
金
残
高
は
、
１
千
万
円

減
少
し
、
１
０
億
３
千
万
円
と
な
り
ま
し
た
。 

経常費用(A)            １８３.１億円 
 
【内訳】 
■人にかかるコスト（職員の給与、退職手当など）  ３６．１億円 
■物にかかるコスト（物品購入、施設の修繕費など） ６５．７億円 

■移転支出的なコスト 
（生活保護費、児童手当、各種補助金、繰出金など）  ７９．２億円 
■その他のコスト（地方債の利子など）        ２．１億円 

経常収益(B)             ７.１億円 
使用料・手数料などの収入 

純行政コスト(A)-(B)+(C)      １７６.４億円 

臨時損益(C)             ０.４億円 
公有財産の除売却等にともなう損益 


